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研究成果の概要（和文）：義務的裁判制度が多様化している現在の国際社会では、1つの紛争について複数の法
的論点が含まれる場合、紛争主題別に複数の裁判制度を利用しうる。各々の裁判制度が個別の条約によって設立
され、それらの関係を調整する制度がない国際裁判制度の特性の一つである。特に義務的裁判制度の場合は、原
告側の紛争主題の構成によって、被告側が予想しないような「紛争主題」が国際裁判に付託される例がみられ
る。国際紛争の一つの側面について国際裁判所が判断を示すことで紛争全体の解決が実現する場合もみられるも
のの、特に被告国にとっては大きな負担を生む場合が考えられる。国際裁判制度の間で何らかの調整が図られる
必要があると考えられる。

研究成果の概要（英文）：In the current international community, a variety of international courts 
and tribunals are established and are endowed with compulsory jurisdiction. In case where a dispute 
involves various kinds of legal issues, it it possible for the Applicant to specify different 
subject matters and to choose forums in accordance with respective subject matter. It can be said 
that this reflects one of the particular features of the international adjudication. In 
international adjudicative systms, there is no effective mechanism to coordinate the relationship of
 courts and tribunals. It is true that there are some cases in which an international court or 
tribunal decide one of the legal issues of a dispute and through that decision, the whole dispute 
can be settled successfully and finally. However, in other cases the Respondent cannot avoid being 
involved in unexpected proceedings. It is necessary to consider possible measures to coordinate the 
functions of international jurisdictions.

研究分野：国際公法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　国際連合によって構築されている国際社会の平和と安全の維持のためのメカニズムでは、国際紛争を平和的手
段によって解決することは国際社会の平和と安全の意義に大きく資すると位置づけられている。国際裁判所に義
務的管轄権を与えることは、国際裁判制度の利用促進という大きな効果を持つ。また、各条約によって国際裁判
所の義務的管轄権が規定されていることによって、当該条約の下での義務の履行確保や紛争の予防という効果が
あると考えられる。本研究の成果は、国際裁判所の義務的管轄権の適切な機能のあり方及び複数の裁判所の義務
的管轄権の機能の調整制度を考察し、より有効な国際裁判制度の運営への提言を示すものとなっている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 国際司法裁判所（以下、ICJ）の管轄権については、規程第 36条 1項で、紛争の両当事国の
同意があることが原則とされている。ただし、条約の紛争解決条項又は紛争解決条約によってあ
らかじめこの同意を表明しておくことが可能である。また、紛争の両当事者がそれぞれ第 36条
2 項に基づく強制管轄受諾宣言を行っている場合は、この宣言に基づき国際紛争を ICJ に付託
することが可能である。こうした ICJ の義務的管轄権制度では、必ずしもすべての国際紛争が
その手続に付託されうるわけではない。国連海洋法条約（以下、UNCLOS）第 15部はこうした
ICJの義務的裁判制度の限界を意識し、少なくとも UNCLOSの解釈又は適用に関する紛争につ
いて、国際裁判所が義務的管轄権を有する制度を構築した。条約によって国際裁判所がこのよう
な義務的管轄権を与えられる制度は、当該条約の解釈又は適用に関する紛争の解決を促進する
だけでなく、当該条約の下での義務の履行を確保し、紛争を予防する効果があるとされている。
ただし、「条約の解釈又は適用に関する紛争」という要件を満たすために、紛争主題を人為的に
構成する事例がみられるようになっている。こうした人為的に構成された紛争主題の「解決」が
どのような意味を持つのかを研究したいと考えた。 
 
２．研究の目的 
 国際裁判所の管轄権には主権国家の同意が必要であるとされるため、国際裁判所が義務的管
轄権を有するためには一つの紛争について複数の国際裁判手続が利用される先例において、国
家が紛争主題をどのように構成して、義務的管轄権の行使の対象となる紛争の存在を立証しよ
うとしたのかを研究し、国際紛争の利用のあり方を検討する。また、人為的に構成された紛争主
題の場合、紛争全体の一部の側面を切り取って、国際裁判所の判決を得ることになる。そうした
事例において、国際裁判所の判断が全体の紛争の解決にどのような意味を持っていたのかを検
討する。 
 
３．研究の方法 
 義務的管轄権を利用して国際紛争が国際裁判所に付託された事案において、原告が国際裁判
所の義務的管轄権を根拠づけるために紛争主題をどのように構成したのか、また、そうした原告
が構成した紛争主題について、被告がどのような反論を行ったのかに注目し、裁判所がそれらの
議論にどのような結論を示したのかについて、先例の研究を行う。特に複数の国際裁判手続が利
用された事例で、それぞれの国際裁判所の義務的管轄権を根拠づけるため、紛争主題がどのよう
に構成されたのかを比較検討する。 
 
４．研究成果 
（１）国際裁判制度では紛争の付託において国家の同意があることが原則であるが、国際裁判所
の利用の促進だけでなく、国際紛争の防止や国際法上の義務の履行確保のために、国際裁判所の
義務的管轄権を容認する条約制度が多くみられるようになっている。国際紛争の一方の紛争当
事国が国際裁判による紛争解決を希望する場合、義務的管轄権の制度を利用するために紛争主
題を人為的に構成することで、義務的管轄権の行使の対象となることを正当化することになる。
小田滋裁判官は、1990 年代以降特に、原告が紛争の本質とは異なる紛争主題を人為的に構成す
ることによって、ICJ の義務的管轄権を利用しようとする事例が増えていくことに疑問を提起
し、こうした義務的管轄権の利用のあり方に厳格な意見を執筆した。その後、ICJの先例におい
て、条約の紛争解決条項に基づく義務的管轄権を利用した先例がより増加する中で、小田裁判官
の義務的管轄権のあり方についての意見は改めて注目されなければならないだろう。そのよう
な視点から、小田裁判官の少数意見の現代的な意味を考察した。 
 
（２）国際裁判所の義務的管轄権が強化された制度としてUNCLOSの紛争解決制度に特に注目
した研究も行った。その結果として、1つの紛争について、紛争主題を人為的に構成することに
よって、複数の国際裁判制度を利用することが可能になることが明らかになった。義務的裁判制
度の長所と短所が典型的にみられる先例として特に、モーリシャスと英国の間のチャゴス諸島
に対する主権に関する紛争に注目した。 
この紛争では、UNCLOS 第 15 部が規定している義務的裁判制度と国際司法裁判制度が重層
的に利用された。最初の事案は、UNCLOS附属書 VIIに基づく仲裁裁判に紛争が付託されたも
のである。この事案では、UNCLOSの解釈又は適用に関する紛争という要件を満たすため、英
国の「沿岸国」として地位や海洋保護区を設定する権限のみに限定した紛争主題が構築された。
2015 年の仲裁判断で、仲裁裁判所は、UNCLOSの解釈又は適用に関する紛争として、領域主権
に関する紛争については管轄権を認めないものの、海洋保護区の設定に関する紛争主題につい
て、管轄権を有するとの結論を示した。第二の事案は、UNCLOS附属書 VIIの仲裁裁判所の仲
裁判断の後に、ICJにモーリシャスの独立時点でチャゴス諸島がモーリシャスの領土から切り離
されたことの法的結果を問う問題について、国連総会が勧告的意見を要請した事例である。2019



年の勧告的意見で ICJ は、チャゴス諸島の切り離しによってモーリシャスの人民自決の権利が
侵害されたとの結論になり、英国がチャゴス諸島から撤退すべきとの意見を示した。勧告的意見
によって示されたこの判断には法的拘束力がない。しかし、UNCLOS 第 15 部の紛争解決手続
を利用したモーリシャスとモルディブ間の海洋境界事件の 2021 年の先決的抗弁判決で、国際海
洋法裁判所は、ICJの権威ある地位に鑑み、この判断の法的効果を容認する立場を示した。この
事例では、国際裁判所の争訟手続だけでなく、勧告的意見手続をも重層的に利用することによっ
て、紛争の一方の当事国であるモーリシャスは、自国が望む結果を得たことになる。英国は 2019
年の勧告的意見の後もチャゴス諸島からの撤退を拒否していたが、2022 年にチャゴス諸島から
の撤退の意思を表明した。こうした形で国際紛争が「解決」されたことに国際裁判所の判断は重
要な役割を果たしたと考えられる。 
研究の開始当初は争訟事件の先例のみの検討を予定していたが、チャゴス諸島に対する主権
に関する紛争の研究から、特に、人民自決の権利のような対世的権利及び義務（right and 
obligation erga omnes）が紛争主題の一部に含まれる紛争について国際裁判手続の利用の意義
を検討する際、争訟事件手続だけでなく勧告的意見手続も研究の対象とすべきことが明らかに
なった。 
 
（３）条約によって義務的管轄権が設定されることは、条約全当事国に対する当事国間対世的義
務（obligation erga omnes）に関する紛争でも重要な役割を果たすようになっている。ICJは、
ベルギー対セネガルの訴追又は引渡しの義務に関する問題事件の 2012 年判決で、ICJが拷問等
禁止条約の下での義務の履行確保に関する紛争主題について、条約全当事国に対する当事国間
対世的義務の違反に関する紛争としての管轄権を容認した後、ガンビア対ミャンマーのジェノ
サイド条約の適用事件でも、2020 年の先決的抗弁判決で、ジェノサイド条約の紛争解決条項に
基づく義務的管轄権を容認した。これらの事例は、いずれも条約全当事国に対する当事国間対世
的義務の履行確保に関する紛争主題を構成すれば、義務的管轄権の行使が容認される先例とな
ると考えられる。訴追又は引渡しの義務に関する問題事件では、ICJが、セネガルの訴追又は引
渡しの義務の違反を認め、この義務の履行を求める判決を示した。その後、セネガルの国内裁判
制度の中に設けられた国際的な性質をもった裁判部として、特別アフリカ裁判部が設置され、元
チャド大統領たるアブレに対し実質的な終身刑の判決が出された。この事案では特別な裁判手
続の設置によって、ベルギーとセネガルの間の国際紛争が実質的に解決される結果となった。こ
のような事案で、国際裁判所の義務的管轄権が果たすべき役割は今後も大きくなっていくと考
えられるのではないだろうか。 
 （２）の研究成果で示したように、今日の国際社会における紛争には、条約全当事国に対する
当事国間対世的義務だけでなく、国際共同体全体の共通利益に関わる対世的権利及び義務が紛
争主題の一部に含まれる事案も生じうる。条約全当事国に対する当事国間対世的義務の履行確
保に関する紛争において ICJ が義務的管轄権を容認したことが、普遍的な国際共同体における
対世的義務の履行確保に関する紛争にどのような影響を与える可能性があるかについてさらに
研究を進めなければならないと考えている。そのような観点から、ガンビア対ミャンマーのジェ
ノサイド条約の適用事件の本案判決や、ウクライナがロシアを相手に付託している国際裁判所
の結果に今後注目していきたい。 
 
（４）以上のような研究成果から、国際裁判所の義務的管轄権は国際紛争の解決に一定の成果を
もたらすことを示すことができたと考えている。国際裁判所の義務的管轄権は、国際裁判を利用
して紛争を解決したいと考える国家にとって、重要な手段となる。ただし、他方で、被告側とな
る国家にとって大きな政治的負担をもたらすものでもあると考えられる。原告側と被告側の両
方の利益の衡平を確保することが非常に重要であると考えている。 
また、特に、対世的義務や条約全当事国に対する当事国間対世的義務のような一定の共同体の共
通利益を保護するための国際法規則の違反に関する紛争において国際裁判所がより重要な役割
を果たすようになっていることも重要である。こうした分野での国際法規則の発展とそれに伴
う紛争の増加により、国際裁判所の手続全体の役割が再検討されなければならない。 
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